
 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害保健福祉関係担当者会議資料 
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「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直

すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関す

る法律の一部の施行期日を定める政令」について 

【概要】 

 

１．概要 

 

  障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見

直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に

関する法律（平成22年法律第71号。以下「法」という。）附則第1条第3号に掲げ

る規定の施行期日は、原則、平成24年4月1日とする。 

ただし、法第2条中障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第5条、第19条

第3項、第28条第1項、第32条第1項、第34条第1項及び第3項並びに第35条第1項の

改正規定並びに同法附則第1条第3号、第18条第2項、第39条、第56条第1項、第81

条第1項及び第85条第2項の改正規定、法第4条中児童福祉法（昭和22年法律第164

号）第26条第1項第2号、第63条の3の2第1項ただし書及び第63条の4の改正規定並

びに法第6条中精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号

）第49条第1項の改正規定（「第5条第17項」を「第5条第18項」に改める部分に

限る。）並びに法附則第40条、第43条、第46条、第48条、第50条、第53条、第57

条、第62条、第64条、第67条及び第70条の規定の施行期日は、平成23年10月1日

とする。 

 

２．施行日 

  平成２３年１０月 1 日 



「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまで

の間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の一部

の施行に伴う関係政令の整備に関する政令」について 

【概要】 

 

１．趣旨 

 

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの

間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律（平成 22

年法律第71号。以下「整備法」という。）の一部の施行に伴い、関係政令の規定の整備を

図るもの。 

 

２．改正の概要 

 

（１）障害者自立支援法施行令の一部改正 

① 同行援護の創設関係 

同行援護について、国及び都道府県が負担する障害福祉サービス費等負担対象額

の算定に当たっては、既存のホームヘルプサービスと同様、障害者等の障害程度区

分等を勘案して厚生労働大臣が定める基準にサービスを受けた人数を乗じて算定し

た額に限ることとする。（障害者自立支援法施行令（平成18年政令第10号。以下「令」

という。）第44条） 

② 特定障害者特別給付費の対象拡大関係 

特定障害者特別給付費の支給の対象となる障害福祉サービスに共同生活介護、共

同生活援助等を加えるとともに、これらのサービスを行う指定障害福祉サービス事

業者から共同生活介護、共同生活援助等を受けた特定障害者に対し、共同生活住居

における居住に要する平均的な費用の額を勘案して厚生労働大臣が定める費用の額

を支給することとする。（令第21条の2及び第21条の3。厚生労働省令及び告示に

おいて月額１万円の家賃補助を規定。） 

③ その他 

上記に加え、条項ずれの修正等所要の改正を行う。 

 

（２）児童福祉法施行令及び身体障害者福祉法施行令の一部改正 

やむを得ない理由により市町村が行う措置の対象となる障害福祉サービスに同行援

護を追加する。（児童福祉法施行令（昭和23年政令第74号）第26条第1項及び身体

障害者福祉法施行令（昭和25年政令第78号）第18条） 

 

（３）関係政令の改正 

消費税法施行令（昭和63年政令第360号）その他関係政令につき、整備法の施行に

伴い必要となる条項ずれの修正等所要の改正を行う。 

 

３．施行日 

  平成２３年１０月１日 



「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すま

での間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の

一部の施行に伴う関係省令の整備に関する省令」について 

【概要】 

 

１．趣旨 

 

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すま

での間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律

（平成 22 年法律第 71 号。以下「整備法」という。）の一部の施行に伴い、関係省令の

規定の整備を図るもの。 

 

２．改正の概要 

 

（１）障害者自立支援法施行規則の一部改正 

① 同行援護の創設関係 

ア 同行援護として供与される厚生労働省令で定める便宜は、視覚障害により、

移動に著しい困難を有する障害者等（障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123

号。以下「法」という。）第 2 条第 1 項第 1 号に規定する障害者等をいう。）に

つき、外出時において、当該障害者等に同行して行う移動の援護、排せつ及び

食事等の介護その他の当該障害者等が外出する際に必要な援助とする。（障害者

自立支援法施行規則（平成 18 年厚生労働省令第 19 号。以下「省令」という。）

第 1条の 4の新設） 

イ 整備法による改正後の法第5条第10項に規定する厚生労働省令で定める障害

福祉サービスに同行援護を追加する。（省令第 6条の 3の一部改正） 

ウ 法第 23 条に規定する厚生労働省令で定める期間に係る規定に同行援護に係

る規定を追加する。（省令第 15 条第 1項第 1号の一部改正） 

エ 指定障害者福祉サービス事業者（法第 29 条第 1項に規定する指定障害福祉サ

ービス事業者をいう。⑤において同じ。）の指定の申請方法に係る規定に同行援

護に係る規定を追加する。（省令第 34 条の 7の一部改正） 

オ 指定障害者福祉サービス事業者の名称等の変更の届出等に係る規定に同行援

護に係る規定を追加する。（省令第 34 条の 23 の一部改正） 

② 特定障害者特別給付費の対象拡大関係 

ア 特定障害者特別給付費の支給対象となる共同生活介護、共同生活援助又は重

度障害者等包括支援に係る支給決定を受けた障害者は、障害者自立支援法施行

令（平成 18 年政令第 10 号。以下「令」という。）第 17 条第 1 項第 4 号に掲げ

る者に該当するものとする。（省令第 34 条の 2の一部改正） 

イ 令第 21 条の 2に規定する厚生労働省令で定めるものは、重度障害者等包括支

援とする。（省令第 34 条の 2の 2関係） 

ウ 共同生活介護、共同生活援助又は重度障害者等包括支援に係る支給決定を受

けた障害者は、特定障害者特別給付費の支給の申請に当たり、受給者証等に加

え、入居している共同生活住居に係る家賃の額を証する書類を添付するものと

する。（省令第 34 条の 3第 2項の一部改正） 

 

 



（２）介護給付費等の請求に関する省令の一部改正 

同行援護の創設及び特定障害者特別給付費の対象拡大に伴い、介護給付費等の請

求に関する省令（平成 18 年厚生労働省令第 170 号）に規定する介護給付費・訓練

等給付費明細書の様式等の一部改正を行う。 

 

（３）障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運

営に関する基準の一部改正 

① 同行援護の創設関係 

ア 同行援護に係る指定障害福祉サービスの事業は、視覚障害により、移動に著

しい困難を有する障害者等が居宅において自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、当該障害者等の身体その他の状況及びその置かれている

環境に応じて、外出時において、当該障害者等に同行し、移動に必要な情報を

適切かつ効果的に提供するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護そ

の他の当該障害者等が外出する際に必要な援助を適切かつ効果的に行うもので

なければならないものとする。（障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービ

スの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171

号。以下「基準省令」という。）第 4条の一部改正） 

イ 同行援護に係る指定障害福祉サービスの事業の従業員の員数、管理者等に係

る基準については、指定居宅介護事業者に係る基準を準用するものとする。（基

準省令第 7条、第 8条第 2項、第 43 条第 2項及び第 48 条第 2項の一部改正） 

ウ 指定重度障害者等包括支援事業者が、従業者に、その同居の家族である利用

者に対して提供をさせてはならない障害福祉サービスとして同行援護を追加す

る。（基準省令第 132 条第 2項の一部改正） 

エ 指定共同生活介護事業所において個人単位で居宅介護等を利用する場合の特

例に係る規定に、同行援護に係る規定を追加する。（基準省令附則第 18 条の 2

第 1項の一部改正） 

② 特定障害者特別給付費の対象拡大関係 

指定共同生活介護事業者又は指定共同生活援助事業者が支給決定障害者から受

けることができる家賃について、特定障害者特別給付費が利用者に支給された場

合（特定障害者特別給付費が利用者に代わり当該指定共同生活介護事業者又は指

定共同生活援助事業者に支払われた場合に限る。）は、当該利用者に係る家賃の月

額から当該利用者に支給があったものとみなされた特定障害者特別給付費の額を

控除した額を限度とするものとすること。（基準省令第 143 条第 3項第 2号及び第

213 条の一部改正） 

 

（４）介護保険法施行規則の一部改正 

介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第 69 条の 2 第 1 項の厚生労働省令で定め

る実務の経験に係る規定に同行援護に係る規定を追加する。（介護保険法施行規則

（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 113 条の 2第 3号ロの一部改正） 

 

（５）その他関係省令の一部改正 

児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号）その他の関係省令につき、整

備法の一部の施行に伴い必要となる条項ずれの改正等所要の改正を行う。 

 

３．施行日 

  平成２３年１０月１日 



「公営住宅法第四十五条第一項の事業等を定める省令の一部を改正する省令」について 

【概要】 

 

１．現行制度の概要 

 

公営住宅法（昭和 26 年法律第 193 号）においては、一定の場合については社会福

祉法人等に公営住宅を使用させることが認められている（同法第 45 条）。 

この一定の場合とは、社会福祉法人その他公営住宅法第四十五条第一項の事業等を

定める省令（平成 8 年厚生省・建設省令第 1 号。以下「省令」という。）第 2 条に規

定する者が省令第 1条に規定する事業を行う場合で、国土交通大臣の承認を得たとき

とされている。 

 

２．改正の概要 

   

今回の改正は、新たなサービスの類型として、同行援護に係る規定を障害者自立支

援法に追加したことにより、条項ズレが生じたため、改正するものである。 

 

３．施行日 

  平成２３年１０月１日 



 

 

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの

間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の一部の

施行に伴う関係告示の改正等について 

【概要】 
 

１．改正等の概要 

 

（１）同行援護の創設関係 

同行援護サービスが創設されることに伴い、報酬、国庫負担基準、特定事業加算等

の設定や、サービスを提供する従業者要件の追加等など関係告示を改正する。 

 

（２）特定障害者特別給付費の対象拡大関係 

改正後の障害者自立支援法施行令（平成18年政令第10号）第21条の3第1項第2

号に規定する共同生活住居費の基準費用額を1万円に設定する。 

 

（３）その他 

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すま

での間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律

（平成22年法律第71号）の一部の施行に伴い、必要となる条項ズレの改正等所要の

改正を行う。  

 

２．適用日 

平成２３年１０月１日 
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